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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　安全閾値を超える音響雑音に対する曝露から、産業区域内のオペレータを保護するため
に用いられる、産業区域の音響雑音マップを動的に生成する方法であって、
　前記区域内に配置された無線音響センサのネットワークを用いて音響雑音データを収集
することと、
　収集された雑音データと、前記区域内の音響雑音の伝搬の数値モデルとを用いて、音響
雑音マップを生成することと、
　前記区域内において、センサが初期に存在しない位置で音響雑音を測定することによっ
て、前記音響雑音マップを補正することと
を備える、方法。
【請求項２】
　前記音響雑音マップを、前記区域内に配置された装置の動作プロセスデータに関連させ
ることをさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　音響雑音がいつ所定の安全閾値を超えるかを予測することをさらに備える、請求項１ま
たは２に記載の方法。
【請求項４】
　前記ネットワークは、複数の固定センサと複数の一時的センサとを備える、請求項１～
３のいずれか一項に記載の方法。
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【請求項５】
　産業区域内で、安全閾値を超える音響雑音に対する曝露からオペレータを保護する方法
であって、
　前記区域内で前記オペレータの位置を追跡することと、
　請求項１～４のいずれか一項に記載の方法によって生成された音響雑音マップを用いて
、音響雑音が安全閾値を超える位置にオペレータが近づいた場合に、または、オペレータ
の位置における音響雑音が安全閾値を超えて増大しそうな場合に、前記オペレータに警告
することと
を備える、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［技術分野］
　本発明は、音響雑音測定の分野に関する。
【０００２】
［背景技術］
　作業環境における音響雑音は、雑音レベルが安全閾値を超えると、聴力障害または聴力
喪失を起こす可能性がある。したがって、音響雑音のレベルを監視することは、安全レベ
ルを超える可能性のある作業環境の領域と、生産プロセス中に雑音が安全レベルを超え得
る具体的な時間とを特定するために重要である。測定に基づき、ある場所で作業者がどの
程度長く作業することが許されるか、または、人間が作業する場所からどの場所を除外す
るかについての決定を下すことができる。
【０００３】
　雑音監視用の製品の例は、ＮｏｒｓｏｎｉｃのＮｏｒ１４０（登録商標）音レベルメー
タ（www.norsonic.com）およびＢｒｕｅｅｌ＆Ｋｊａｅｒ［一部代替文字］の２２６０Ｉ
ｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒ（登録商標）（www.bksv.com）である。これらはハンドヘルド機
器であり、通常は特別な専門技術を持つ者（音響コンサルタント等）によって操作される
。
【０００４】
　上述のベンダーは、また、据え付けの雑音測定ソリューションも提供している。典型的
な応用領域は、単一地点における道路交通雑音および航空機雑音の測定である。それらの
検出器は、プロセス工業(process industry)を考慮して設計されてはいない。
【０００５】
　長期の雑音監視のために、Ｂｒｕｅｅｌ＆Ｋｊａｅｒ［一部代替文字］は、Ｎｏｉｓｅ
　Ｓｅｎｔｉｎｅｌ（登録商標）サービスを提供している。これは申し込みベースの監視
サービスであり、雑音規制への適合を監視して報告して様々な産業をサポートし、雑音の
影響管理を支援するよう設計されている。これは申し込みベースのシステムであり、顧客
がハードウェアをリースし、収集されたデータはベンダーの中央運用センターに記憶され
る。
【０００６】
［概要］
　本発明の第１の態様によれば、
　安全閾値を超える音響雑音に対する曝露から、産業区域内のオペレータを保護するため
に用いられる、産業区域の音響雑音マップを動的に生成する方法であって、
　前記区域内に配置された無線音響センサのネットワークを用いて音響雑音データを収集
することと、
　収集された雑音データと、前記区域内の音響雑音の伝搬の数値モデルとを用いて、音響
雑音マップを生成することと
を備える、方法が提供される。
【０００７】
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　本方法は、さらに、前記区域内において、センサが初期に存在しない位置で音響雑音を
測定することによって、推定音響雑音マップを補正することをさらに備えてもよい。本方
法は、さらに、前記音響雑音マップを、前記区域内に配置された装置の動作プロセスデー
タに関連させることをさらに備えてもよい。本方法は、音響雑音がいつ所定の安全閾値を
超えるかを予測することをさらに備えてもよい。前記ネットワークは、複数の固定センサ
と複数の一時的センサとを備えてもよい。
【０００８】
　本発明の第２の態様によれば、
　産業区域内で、安全閾値を超える音響雑音に対する曝露からオペレータを保護する方法
あって、
　前記区域内で前記オペレータの位置を追跡することと、
　第１の態様の方法によって生成された音響雑音マップを用いて、音響雑音が安全閾値を
超える位置にオペレータが近づいた場合に、または、オペレータの位置における音響雑音
が安全閾値を超えて増大しそうな場合に、前記オペレータに警告することと
を備える、方法が提供される。
【０００９】
　本発明の実施形態がいくつか、例示のみによって、添付の図面を参照して、以下に説明
される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】無線音響センサを概略的に示す図である。
【図２】無線雑音メータを含むネットワークを概略的に示す図である。
【図３】センサを持つ生産拠点を概略的に示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
［詳細な説明］
　本明細書において、無線雑音メータのネットワークを用いて音響雑音レベルを監視する
方法が開示される。「音響雑音」という用語は、単一の周波数を持つ信号および広い周波
数スペクトルを持つ信号を含む、任意の音響信号を指す。雑音メータは音響信号および音
響雑音を測定することができ、それらの測定値は記録され無線接続を介して無線アクセス
ポイントに送信されることができる。ネットワーク内の複数のメータから送信された信号
の組み合わせを用いて、作業環境の雑音マップを作成することができる。この雑音マップ
は、作業環境のリアルタイム監視のために、および、いつどこで安全レベルを超える可能
性があるかを予測するために、用いることができる。データを外挿して実際の雑音メータ
が存在しない位置における雑音レベルを推定するために、数値モデルを用いてもよい。こ
れによって、音響雑音に対する作業環境の安全性を向上させることができる。
【００１２】
　図１は、無線音響センサを概略的に示す。センサは、音響信号を受信し、音響信号を電
気信号に変換するよう構成されたマイクロホン１を含む。マイクロホンは、マイクロホン
から電気信号を受信し処理するよう構成されたＣＰＵを含む雑音センサモジュール２に接
続される。雑音センサモジュール２は、管理ＣＰＵおよびメモリ３に接続される。管理Ｃ
ＰＵは、雑音センサユニットから前処理された雑音データを受信し、これを無線モジュー
ル用の送信キューに入れるよう構成される。また、管理ＣＰＵは、雑音センサを無線ネッ
トワークの他の部分に同期させ、センサの全モジュールにわたって電力消費を最適化する
よう構成される。管理ＣＰＵの出力は、無線モジュール４の入力に接続される。無線モジ
ュールは、標準無線通信プロトコル（ＩＳＡ１００．１１ａ等）を用いてもよい。無線モ
ジュールは、標準周波数（２．４ＧＨｚ等）で動作する可能性があるアンテナ５を含む。
モジュール２、３および４は、共通のプリント回路基板（ＰＣＢ）６上に提供される。無
線分野機器の業界標準に適合するタイプのバッテリーパック７が含まれ、７．２Ｖの電圧
を提供してもよい。センサは、オフショア評価済封入容器（offshore graded enclosure
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）（たとえばステンレス鋼３１６Ｓまたは複合材料で作成されたもの）に封入されてもよ
い。センサ全体と、封入容器内に格納された各モジュールとは、爆発性雰囲気に対するＡ
ＴＥＸ認証に適合してもよい。センサは、固定点設置に適するよう設計されてもよく、オ
ペレータに着用されるのに適するよう設計されてもよく、両方であってもよい。さらに、
センサは、位置追跡を可能にする無線技術（ＴｏＡ（到来時刻）、ＲＳＳＩ（受信信号強
度指標）または類似の公知技術）を含んでもよい。そのようなＲＴＬＳ（リアルタイム位
置システム）機能の利用には、ネットワークインフラストラクチャーに対する追加を要す
るであろう。
【００１３】
　図２は、上述の無線雑音メータ２１を含むネットワークを概略的に示す。雑音メータは
、無線アクセスポイント２２との間で信号を送受信する。無線ネットワークの全体的な信
頼性を向上させるために、冗長性を付加するために複数の無線アクセスポイントが準備さ
れてもよい。各無線アクセスポイントは、それぞれの無線ゲートウェイ２３に接続され、
無線ゲートウェイ２３はプログラム制御データ取得（ＰＣＤＡ）モジュール２４（または
、代替的に、運用ステーション）に接続される。ＰＣＤＡまたは運用ステーションは、収
集されたデータを記憶するためのプロセスデータベースとしての情報管理システム（ＩＭ
Ｓ）に接続される。
【００１４】
　図２に例示されるネットワークによって実施され得る方法は、各センサ２１の組み合わ
せられ同期された測定に基づく。測定値に基づいて、関心処理領域全体を通しての雑音分
布が計算可能である。雑音マップを作成するために、センサが存在しない領域内の雑音レ
ベルを推定するために、データを外挿することができる。測定された雑音レベルが空間を
通してどのように伝搬するか、および、雑音がどのように減衰するかを計算する雑音マッ
プを推定するために、数値モデルを用いてもよい。さらに、推定の精度を改善するために
、関心領域内の物体の形状を、モデルのさらなる入力としてもよい。また、マップの精度
は、関心領域内の固定センサを多数用いることによって改善することもできる。センサが
存在しない位置における雑音の推定は、ソフトセンサまたは仮想センサを用いるものとし
て参照されてもよい。
【００１５】
　本方法は、雑音マップを構築する初期段階と、雑音マップを採用するさらなる段階とを
有する。雑音マップを構築する時には、複数の一時的位置の間を動き回ることができる複
数の追加の一時的センサが用いられる。雑音マップの構築は、学習アルゴリズムを用いる
反復的処理である。雑音マップは、データに基づく方法（非線形回帰やニューラルネット
ワーク等）を用いて構築されてもよい。音響波伝搬技術において用いられる方法の例には
、レイトレーシング、画像ソース法（image source method）、およびＦＥＭ解析（有限
要素法）がある。センサが存在しない位置では、複数のセンサの測定値を用いて雑音が推
定され、その後、その推定は、その位置に一時的センサを配置することによってテストさ
れる。学習処理の完了後、モデルは十分に正確なものとなり、一時的センサを取り除くこ
とができる。
【００１６】
　図３は、固定センサ３１および一時的センサ３２が複数の位置に配置された生産拠点を
概略的に示す。
【００１７】
　ＩＭＳは、プロセスにおいて用いられる多数の様々な装置（圧縮機等）に関連する一般
的プロセスデータを記憶する。モデルはこれらのデータを考慮に入れ、雑音データをプロ
セス運用データと関連させてもよい。たとえば、生産プロセスのある段階において圧縮機
がスイッチオンされるかまたはその動作モードが変化することが既知である場合には、対
応する雑音を特定してそのイベントに関連させることができ、これによってシステムの予
測能力および精度を向上させることができる。
【００１８】
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　学習プロセスが完了した後、システムは、非常に正確（リアルタイムでも、予測的にも
）な雑音マップを提供する。マップは自動的にオフサイトで監視されてもよく、オペレー
タによって監視されてもよい（オペレータは、特定の領域の雑音レベルが安全レベルを超
えた場合には警報を作動させることができる）。動作は、作業環境内でオペレータの位置
を追跡することと、音響雑音が安全閾値を超える位置にオペレータが近づいた場合に、ま
たは、オペレータの位置における音響雑音が安全閾値を超えて増大しそうな場合に、その
オペレータに警告することとを含んでもよい。
【００１９】
　本方法は、生産プラットフォーム等のオフショア作業環境において用いられてもよいし
、オンショア作業環境において用いられてもよい。
【００２０】
　本発明は上述の好適な実施形態に関して説明されたが、これらの実施形態は例示のみの
ものであり、特許請求の範囲はこれらの実施形態に限定されないということを理解すべき
である。当業者は、本開示に鑑み、添付の特許請求の範囲に該当すると考えられる修正お
よび代替を行うことができる。本明細書に開示または例示された特徴は、単独で、または
、他の開示または例示された特徴との任意の適切な組み合わせにおいて、本発明に組み込
むことができる。

【図１】 【図２】
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